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これまでの検討会における主な御意見 

 

資料１  



本検討会では、昨年10月の検討開始以来、以下のとおり５回にわたり検討会を開

催し、御議論をいただいてきたところ。本資料は、この間の御議論を事務局におい

てテーマごとに分類し、整理したものである。

【これまでの開催経過】

第１回（23．10．14） 都市農業をめぐる情勢について

第２回（23．11．14） 練馬区内現地調査

第３回（24． 1．11） 関東以外の地域における都市農業の事例について

三大都市圏以外の地方自治体における都市農業振興策について

第４回（24. 2． 9） 都市計画制度小委員会における検討状況について

自由討議①

第５回（24． 3． 5） 自由討議②
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１．都市農業・都市農地の機能とその重要性

主な御意見

都市農業の価 ○ 都市農業の果たす、国土の保全、環境維持といった公益機能や、食料の供給とい

値 う経済機能の価値を正当に評価することが必要。

○ 都市農地は、防災機能の面でも、また、食育の場、市民の憩いの場としても非常

に優れている。バブルの頃は、市民からの風当たりも非常に強かったが、市民の目

が大きく変わってきたと感じる。

○ 生産者、消費者を問わず、自ら育て、自ら食べることを経験することで食と農の

距離が縮まり、農業の公益機能に対し「共益費」を負担しようという意識が育まれ

る。消費者のそばにある都市部の農業の存在は、このような面から大きな役割を果

たす。

環境・緑の保 ○ 都市に一番不足しているのは緑。緑を補完できるものは農地以外になく、農地を

全 将来にわたって持続的に維持していく上で、農業経営が唯一の有効な手段。

○ 都市での環境保全のために農地を保全するという考え方に理解が広がってきてい

る。これに応えうる施策の検討が必要。

- -1



- -2

主な御意見

震災への備え ○ 地震はいつあってもおかしくない。過密化する都市においては、緑地、農地を持

続的に保全し、安全地帯を確保することが必要。

○ 震災対策の観点から、ビニルハウスの価値は大きい。地震による倒壊に強く、ま

た、公園では不足しがちな雨風をしのぐ場としても有効。

、 。豪雨災害への ○ 都市農地は ゲリラ豪雨の際に一時的に雨水を蓄える保水機能を兼ね備えている

備え 農地がなければ代わりの排水施設を作らなければならず、その経済効果を示せば重

要さが理解できる。

○ 都市型水害対策として、水田の遊水機能を活用する取組が全国に広がっている。

それらを参考にして活用を進めるべき。

教育機能 ○ 食育の関係で農業体験が広く取り入れられているが、市街化区域内でも近隣の小

学校などの依頼を受け入れる都市農家が増えてきている。

福祉機能 ○ 農業者が福祉作業所の形で障害を持っている方を受け入れたり、 や社会福NPO
祉法人が障がい者の自立の方法として農業を選んだりという取組が見られるように
なってきている。福祉政策と農業政策の連携の下、支援していく必要。
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２．都市農業・都市農地をめぐる問題点

主な御意見

相続と農業経 ○ 相続の際には、農業の基本である農業用施設用地や農地を売却して相続税を納め

営の維持 なければならず、農業経営の廃止に追い込まれることもある。都市農業の後継者の

悩みは、相続をいかにまたぐかということにある。

○ 農地を残すには、物納した農地を農家等に貸し付ける仕組みを考えるべき。

相続税納税猶 ○ 都市農家の相続財産には不動産賃貸業の敷地や屋敷地もあり、この制度では、こ

予制度 れらにかかる相続税のための農地売却は抑制できない。農地確保を政策目標とする

のであれば、農業用施設用地、屋敷地、平地林までを対象とする仕組みが必要とな

るが、この場合、税負担の公平性という問題は当然でてくる。

○ 相続税納税猶予の終身営農の規定は後継者にとって大きな重圧。法人に貸す、市

民農園に貸すということも含め、賃貸借を認めるべき。

○ 相続税納税猶予制度に関し営農困難時貸付けの制度ができたが、現実的には生産

緑地法に基づく買取り申出が困難で利用できない。生産緑地法の要件緩和が必要。

500生産緑地制度 ○ 生産緑地地区の指定について、地区の一部が転用された結果下限面積要件（

） 、 。㎡以上 を満たさなくなり 農家の意思に関わらず地区全体が除外される例がある

下限面積を緩和しなければ、現実問題として農地の保全は困難。
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主な御意見

農業用施設用 ○ 農業用施設用地は、相続税の納税猶予が適用されないため、作業効率を犠牲にし

。 「 」地の税負担の てコンパクトに作らざるを得ない 農業用施設用地や屋敷林も対象とした 緑農地

軽減 制度を設け、これらの土地については相続税納税猶予の対象とすべき。

固定資産税の ○ 三大都市圏特定市では生産緑地を除く市街化区域内農地は宅地並み課税とされお

評価方法 り、都市農業つぶしの制度。農地として使われている限り、税制上も農地扱いとす

べき。

後継者の確保 ○ 都市農家の後継者不足は都市農地の減少に直結する。都市農業は、地域によって

は業として成り立たなくなってきており、自治体、農協等が一体となって振興施策

を講ずるべき。

市街化区域で ○ 生産緑地制度を拡充した「緑農地」制度を創設し、農業振興地域内の農用地区域

。 、 。の施策の実施 に準じた農業施策を実施すべき また 市街化区域内農地の貸付けを可能とすべき

検討を進める ○ 都市農地について、農業以外での利用を必要とする立場もある。都市農地の公益

上での留意点 性を意識しつつ、同時に都市的利用への目配りも必要。

○ 具体的な施策の検討に当たっては、他の土地利用と比べてなぜ都市農業を優遇す

る必要があるのか、その公共性を説明し、国民の合意を得ることが必要。

○ 都市農業にも農地転用の可能性の違いや、田畑の別からくる地域差があり、一括

りにせず地域の実情を踏まえることが必要。
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３．都市農業の振興・都市農地の保全に向けて必要となる取組

主な御意見

理解醸成の必 ○ 都市農業・都市農地の多面的機能については、都市住民が実感できる状況になっ
要性 ていない。都市住民が実際に関わっていくことで理解が深まり、その結果として施

策や制度改善を支持する声につながっていくのではないか。

理解醸成のた
めの取組
・多様な市民 ○ 市民農園、体験農園、観光農園等、農業と市民の連携という社会的なすう勢を反
の参画 映した取組を振興すべき。

○ 福利厚生を目的とする企業、ＮＰＯ、サークル等の受入れが進むよう、地域住民
との交流型の農園の普及を推進すべき。また、体験農園等で技術を身につけた非農
家が農地を管理する仕組みも考えられる。

○ 福祉や教育などを目的とした多様な農地の利用について、農業以外の部局との連
携を強化するなど支援策を充実させるべき。

○ 都市住民の共感を表面的なもので終わらせないよう、税制等の仕組みや相続の実
態を分かりやすく知らせて欲しい。

・多面的機能 ○ 多面的機能を分かりやすく伝え国民の理解を得るための方法として、都市農地の
の明示 機能ごとに数値目標を定め、目標の達成状況をグラフで住民等に示しつつ継続的に

目標実現を目指す仕組みも考えられる。
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主な御意見

○ 都市の農地は市民が守らなければ残らない。都市農地が都市の緑を補完するもの
としてどのように役立っているのか、抽象的・総論的にではなく、金銭評価、なく
なった場合のシミュレーション、管理費用の比較等を用いて分かりやすく、説得力
のある形で伝えることが必要。また、市民が多面的機能を体験できる取組も有効。

多面的機能の
発揮

、 、・防災機能の ○ 防災協力農地について しっかりとした契約を締結し防災兼用井戸も整備する等
強化 準備の水準を高めることが必要。その際、行政、住民、農業者等の関係者が十分に

話し合い、納得の上で取り組むような手順を大切にすべき。

○ 水田の防災機能を維持するためには、水路の管理、雑排水対策等が必須。都市の
特色を踏まえ、多様な主体が関わる管理手法を考える必要。

・その他の機 ○ 景観、環境保全等、都市農地の果たす多様な公益的機能の観点から農家への支援
能 策が必要。

○ 消費者や都市住民が主体的に関わりながら都市農地の多面的機能を維持していく
仕組みが必要。

後継者等の支 ○ 農業体験農園といった新しい取組への支援や施設園芸への支援等、後継者がやり
援 がい、生きがいを持って農業ができる対策が必要。

都市計画上の ○ 都市農地を都市計画法制においてしっかりと位置付けるべき。これにより、都市
位置付けの明 計画や税制の充実にもつながっていく。
確化

○ 都市農地の消滅を防止するには都市計画制度の改正が必要。都市部の人口減少に
対応し都市農地の保全のため思い切った転換が必要。



平 成 ２ ４ 年 ４ 月 

参 考 資 料 

 

（都市農地に係る土地利用計画制度について） 

資料２ 



○ 現行の新都市計画法は、昭和43年、高度経済成長に伴い都市への急激な人口流入と産業集中が進む中、
無秩序な市街地の拡大を防止しつつ宅地開発需要等に対応していくために制定されたもの。 

○ 同法においては、都市計画区域について、市街化区域と市街化調整区域に区分する線引き制度が導入。市
街化区域は、「おおむね１０年以内に優先的かつ計画的に市街化を図るべき区域」とされ、同区域内の農地は
事前の届出で転用が認められるとともに、農業施策は当面の営農継続に必要な措置に限定。 

○ 一方、市街化調整区域は「市街化を抑制すべき区域」とされ、同区域内の農地は、都市計画法・農地法によ
り転用を制限。 

○ また、翌昭和44年には、農業振興地域の整備に関する法律（農振法）が制定され、同法に基づく農用地区域
においては、厳しい転用規制の下、農業振興施策を計画的・集中的に実施することとされた。 

  

○農振農用地区域内の農地と市街化区域内農地との関係 

資料：農業振興地域、農用地区域面積：農林水産省農村振興局調べ、都市計画区域面積等：国土交通省都市・地域整備局「都市計画年報」 
 注  ：数字は、農業振興地域制度及び都市計画制度の導入初期に当たる昭和４９年のもの。ただし、＜ ＞内は平成２１年のもの。 

（１）新都市計画法の制定 
１．土地利用計画制度における都市農地の位置付けの変化 

農 用 地 区 域 

  １，７５２万ｈａ ＜１，７２３万ｈａ＞ 

５４３万ｈａ ＜４８２万ｈａ＞ 
（うち農地面積４２１万ｈａ 

＜４２０万ｈａ＞） 

農用地等として利用すべ
き土地の区域（農地転用
は原則として許可されな
い） 

農業振興地域 

市街化区域 
 １２３万ｈａ 

＜１４４万ｈａ＞ 

線引き都市計画区域 

概ね10年以内に優先的かつ

計画的に市街化を図るべき
区域（農地転用は事前の届
出で可能） 

農地面積２７万ｈａ 
＜９万ｈａ＞ 

市街化調整区域 
３３１万ｈａ 

＜３７４万ｈａ＞ 

１ 



（２）生産緑地法の制定 
○ 新都市計画法に基づき設定された市街化区域内の農地については、道路等の整備予定や宅地化の状況によ

り、ある程度の量が残存することが予想。 

 ○ このような状況において、良好な生活環境の確保に相当の効用を持ち、かつ、公共施設等（公園、緑地、学
校、病院等）の予定地として適している農地を計画的に保全するため、昭和49年、生産緑地法が制定された。 

○生産緑地法の概要 

① 良好な生活環境の確保に相当の効用があり、かつ、

公共施設等（公園、緑地、学校、病院等）の敷地の用
に供する土地として適しているもの    

② ５００㎡以上の規模の区域 
③ 用排水その他の状況を勘案して農林漁業の継続が
可能な条件を備えていると認められるもの 

 ・農地所有者等の同意が必要 

 ① 使用収益権者に農地としての管理を義務づけ  

 ②  農林漁業を営むために必要となる施設の設置等に限り建
築等が許可 

  ③  主たる従事者が死亡等の理由により従事することが出来
なくなった場合、又は告示日から30年経過後、市町村長に買
取り申出可能 

 ④  買取り申出の日から３か月以内に所有権の移転が行わ
れなかった場合、行為制限が解除 

○制度の変遷 

第2種生産緑地地区（区画整理等の区域内） 
  ・地区面積  おおむね0.2ha以上等 
  ・有効期間  10年（1回のみ延長可） 
  ・買取り申出 5年経過等 

生産緑地地区 
  ・地区面積  500㎡（0.05ha）以上 
  ・買取り申出 30年経過等 

○ 生産緑地地区の指定要件 ○ 行為の制限、土地の買取り申出等 

H3改正
で統合 

※これらの地区内は一般農地並みの税制措
置とされたが、自治体独自の減額措置等が
講じられ指定は進まず。 

第1種生産緑地地区 
  ・地区面積  おおむね１ha以上 
  ・買取り申出 10年経過等 

・市街化の進行と農地総量の減少を受け、
面積要件を極力引下げ 

・保全する農地としての位置付けを踏まえ、
買取り申出開始期間を延長 

２ 



○ 昭和60年代に入り、三大都市圏を中心として地価が高騰する中、市街化区域内の農地に対しては、宅地化の
促進と税負担の公平の確保が強く求められることとなった。 

○ これに対応するため、三大都市圏の特定市においては、平成３年以降、保全する農地と宅地化する農地の区
分が行われ、保全する農地については、生産緑地地区の指定が行われた。 

 東京都の特別区並びに首都圏、中部圏及び近
畿圏の政令指定都市、既成市街地・近郊整備地
帯などに所在する市（計２１３市区） 

○三大都市圏特定市（平成２３年４月１日現在） 

（３）バブル期における宅地化の促進 

圏域名 都府県名 市  名 

首都圏 

茨城県 取手市 他6市 

埼玉県 さいたま市 他36市 

千葉県 千葉市 他22市 

東京都 特別区 他26市 

神奈川県 横浜市 他18市 

中部圏 

愛知県 名古屋市 他31市 

三重県 四日市市 他2市 

静岡県 静岡市、浜松市 

近畿圏 

京都府 京都市 他9市 

大阪府 大阪市 他32市 

兵庫県 神戸市 他7市 

奈良県 奈良市 他11市 

○三大都市圏の地価の推移(昭和46年=100) 
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三大都市圏の地価は、地価公示による三大都市圏住宅地の平均価格
を基に(資料：国土交通省「地価公示」）、昭和46年を100として各年の変
動率から算出したもの(農林水産省都市農村交流課作成）。 

３ 

○市街化区域内農地の区分別面積 

  
  

三大都市圏 
特定市 

左以外の 
都市  

計 

宅地化農地 
14,132ha 
（16.5%） 

57,493ha 
（67.0%） 

71,625ha 
（83.4%） 

生産緑地 
14,182ha 
（16.5%） 

66ha 
（0.1%） 

14,248ha 
（16.6%） 

 計 
28,314ha 
（33.0%） 

57,559ha 
（67.0%） 

85,873ha 
（100.0%） 

資料：総務省「固定資産の価格等の概要調書（平成22年）」、国土交通省「都市計画年報（平成22年）」 
注１：表示単位未満を四捨五入したため計と内訳は必ずしも一致しない。 
  ２：「宅地化農地」は、市街化区域内の農地のうち生産緑地以外を指す。 



○市街化区域内農地における固定資産税の評価・課税 

○ 一方、宅地化する農地に対しては、固定資産税の宅地並み課税、相続税の納税猶予制度の不適用といった措置
により宅地化の促進が図られることとなった。 

三大都市圏の 
特定市 

三大都市圏の特定市以外の
市町村 

市街化区域内農地 宅地並み評価 
宅地並み課税 

宅地並み評価 
農地に準じた課税 

生産緑地 農地評価・農地課税 

市街化区域外の農地 農地評価・農地課税 

平成3年度税制改正 

宅地並み評価 宅地並み課税 
ただし、10年以上営農を継続することが適当であるものとして

市町村長の認定を受けた農地（長期営農継続農地）について
は宅地並み課税と農地課税の差を猶予（5年間営農で免除） 

（従来） 

○相続税納税猶予制度の適用条件等 

三大都市圏の 
特定市 

三大都市圏の特定市以外の
市町村 

納税猶予期間の終了事由 
とならない貸付け 

市街化区域内農地 猶予の適用なし 適用あり 
（２０年継続で免除） 

 

・精神障害者保健福祉手帳（１級）の交付を受けている 
・身体障害者手帳（１級又は２級）の交付を受けている 
・要介護状態区分の要介護５の認定を受けている 
ことにより営農が困難となり、貸付けを行っている場合※ 生産緑地 適用あり（終身営農が

必要） 

市街化区域外の農地       適用あり（終身営農が必要）※ ・上記に加え、農地の集積に資する政策的な貸付けを
行っている場合※ 

適用あり（20年継続で免除） 

（従来） 平成3年度税制改正 

注：三大都市圏特定市以外の市町村の市街化区域
内農地においては、農地に準じた課税が適用されて
いる。これにより、税額の算出の際、農地と同様の
負担調整措置（税額の増を前年度比最大＋１０％ま
でに抑制する措置）が適用されることとなる。 

４ 

※印は、平成21年度税制改正による改正 



○ このような経過を経て、現時点における都市農地に係る土地利用計画制度の概要は下表のとおりとなっ
ている。 

  

土地利用区分 基本的性格 開発に関する規制等 

市街化区域 おおむね10年以内に優先的・計
画的に市街化を図るべき区域 ・農地転用は自由（届出制） 

うち 
生産緑地地区 

良好な生活環境の確保に効用
があり、かつ、 
公共施設等の敷地に適している
農地等 
の計画的な保全を行う区域 

・農業用施設のみ建築可 
・指定に際し地権者等の同意が必要 
・一定の場合（指定後30年経過等）買取り申出可 
・１地区当たり500㎡以上 

市街化調整区域 
市街化を抑制すべき区域 
 

・原則として開発行為を禁止 
・2ｈａ以上の面積が必要（大都市地域の穴ぬき調整
区域の場合） 

うち 
農振農用地区域 

農業振興施策を計画的に推進し
農用地等として利用すべき区域 

・農業用施設のみ建築可 
・10ｈａ以上の集団農地等 

○都市農地に係る現行の土地利用計画制度の概要 

（４）現行制度 

５ 



農業振興施策 
農地に関する税制 農業用施設用地に関する税制 

固定資産税 相続税 固定資産税 相続税 

市街化区域 当面の営農継続に
必要な施策のみ 

宅地並み評価 
宅地並み課税 
（特定市以外では 
農地に準じた課税） 
  

納税猶予適用なし 
 
（特定市以外では20年間の

営農継続を条件に納税猶予
の適用あり） 

宅地評価 
 

宅地評価 
 

うち 
生産緑地
地区 

効用が短期のもの
に限定せず実施可
能 

農地評価 
 
 

宅地並みの評価額に対し、
建築規制の残年数により35
～5％の評価減 
終身営農を条件に納税猶予
の適用あり 

農地評価 
（農地＋造成費） 

宅地評価額に対し、建
築規制の残年数により
35～5％の評価減 

市街化調整
区域 

立地条件、営農類
型等地域の特性に
応じ実施 

同上 終身利用を条件に納税猶予
の適用あり 

同上 農地評価 
（農地＋造成費） 

うち 
農振農用
地区域 

各種施策を計画
的・集中的に実施 

同上 同上 同上 同上 

（参考） 
上記以外（農用
地区域を除く） 

 －  同上 同上 宅地評価 宅地評価 

○土地利用区分ごとの農業振興施策及び関連税制 

注：農業用施設用地に係る相続税の評価に関し
ては小規模宅地等の評価減の特例を適用可
能（400㎡まで8割減） 

○ また、各土地利用区分の基本的性格や規制等を踏まえて、下表のとおり農業振興施策や関連税制が実
施・適用されているところ。 

６ 



大都市圏における 
急激な人口集中 

資料：総務省統計局「日本の長期統計系列」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の都道府県別将来推計人口」 
 注：大都市圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、愛知県、三重県、京都府、大阪府、兵庫県 
   地方圏：大都市圏及び沖縄県を除く地域。 

地方圏 

大都市圏 

大都市圏減少 

地方圏減少 

新
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定 
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産
緑
地
法
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S43 S44  S49 H3 

→ 保全する農地 
 生産緑地地区に指定し、長期間農地
として管理 

 
→ 宅地化する農地 
 ・固定資産税の宅地並み課税 
 ・相続税納税猶予の不適用 
  により宅地化を促進 

市街化区域内の 
農地を区分（特定市） 

昭和30 35 40 45 50 55 60 平成2 7 12 17 22 27 32 37 

２．国土交通省・都市計画制度小委員会における議論 

○ 我が国においては、今後、人口の減少、高齢化等、社会構造の大きな変化が見込まれるところ。この
ような中、都市計画制度についても、急速な都市化対応に追われてきた制度体系の在り方や運営の方向
性の転換が求められている。 

○
大
都
市
圏
・
地
方
圏
の
人
口
の
推
移
・
推
計 

７ 
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都市農地・農業の位置付けのあり方 
 
○ 市街化区域の空間の再構成の中で、都市農地
は、必然性のある（あって当たり前の）安定的な非
建築的土地利用として活かしていく。 

 
○ 生産緑地地区制度による的確な建築規制等の
措置が土台となり、市街化区域の再定義（前述）に
併せた農業政策上の位置付けの見直しなど、農業
政策との再結合を図る。 

 
○ 税制上の取扱いの見直しについては、転用が自
由にできる状態での他の宅地との公平性の問題や、
都市計画上及び農地制度上の規制水準との関係、
農業生産機能の水準、農地所有者の利用意向と
の兼ね合いなど、慎重に総合的な見地から検討さ
れる必要がある。 

○都市計画制度小委員会のこれまでの審議経過につ
いて（報告） 

 （平成23年2月第11回都市計画制度小委員会資料）
【都市農地関係抜粋】 

○社会資本整備審議会  都市計画部会  
    都市計画制度小委員会の開催状況 

○ このような認識の下、国土交通省・社会資本整備審議会の都市計画制度小委員会においては、都市計画制
度の総点検の議論を行っているところ。 

○ その中で、本検討会の議論も踏まえつつ、都市農業政策との連携や都市農地の都市計画上の在り方につい
ても検討が進められる予定。 

８ 

 第１回（平成21年７月30日）      小委員会における検討事項 
 第２回（平成21年８月21日）      都市計画における分権化の徹底と全体の調和の確保 
 第３回（平成22年５月24日）      都市計画制度体系見直しの方向性の検討 等 
 第４回（平成22年６月15日）      都市内部の有効利用と周辺部の保全を一体的に実現

する仕組 
 第５回（平成22年７月22日）      建築的土地利用と非建築的土地利用のバランスのと

れた一体的な土地利用のあり方 
 第６回（平成22年９月６日）      建築的土地利用と非建築的土地利用のバランスのとれ

た一体的な土地利用のあり方（その２）  
                    ※都市農地・都市農業も議題 
 第７回（平成22年10月８日）     建築的土地利用と非建築的土地利用のバランスのとれ

た一体的な土地利用のあり方（その３） 
 第８回（平成22年11月５日）      郊外部における新市街地開発型事業の抑制（選択と

集中）及び長期にわたり実現していない都市計画の定
期的見直し検討ルールの確立 

  第９回（平成22年12月10日）     都市計画制度体系の見直しの方向性（全体的枠組）の
検討（その２）  

 第10回（平成23年１月21日）   都市計画制度小委員会のこれまでの検討の整理  

 第11回（平成23年２月17日）   都市計画制度小委員会のこれまでの審議経過につい
て（報告） 

 第12回（平成23年７月４日）   都市計画制度見直しの視点と東日本大震災復興上の
課題 

 第13回（平成23年８月２日）   都市計画制度見直し検討の当面の進め方 
 第14回（平成23年11月９日）   市街地周辺部におけるケーススタディ 等 
 第15回（平成24年１月19日）   これまでの議論と今後の対応の方向性について 等 
 第16回（平成24年３月13日）   都市計画に関する諸制度の今後の展開について（都

市の低炭素化関係） 等 
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